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要  旨 

 市民参加によって社会的防災力を強化するために，災害救援ＮＰＯが果たす役割について考察した。

具体的には，名古屋市で活動するＮＰＯ「レスキューストックヤード（ＲＳＹ）」の一員として活動

に携わりつつ，災害時と平常時の活動を追尾した。また，ＲＳＹと協働関係にある行政関係者にイン

タビューを行ない，ＲＳＹに対する行政サイドの評価を探った。その結果，ＲＳＹの活動によって，

行政と一般市民の距離が縮まり，市民参加が実現されつつあること，また，行政では困難なＮＰＯな

らではの活動も展開されつつあることが見出された。また，災害救援ＮＰＯの現時点における問題点

と課題についても考察した。 
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 社会的防災力の強化が，もはや行政のみの守備範

囲ではなく，広範な一般市民が直接・間接に参加す

る活動として展開されねばならないことは，あらた

めて言うまでもない。しかし，「市民参加」とはいっ

ても，その実現は必ずしも容易ではない。高齢者福

祉のように，日常的にそれを必要とする人が周囲に

存在したり，自分自身もいつの日か，その恩恵にあ

ずからねばならない領域とは異なり，災害という領

域は，生涯経験しないですむかもしれない非日常的

事態に備えるという，関心を集めにくい領域である。

従来のような「行政－自治会（防災自治組織）」とい

う枠組みだけでは，どうしても形式的なものに終わ

ってしまう。 
 一方，阪神淡路大震災における救援ボランティア

活動に端を発して，災害救援・防災に特化した，あ

るいは，それらの活動をも射程に入れたボランティ

ア団体，NPO が全国に誕生した。これらの団体は，

いざ災害という時の救援・支援活動を行なうほか，

行政，企業，その他の団体とも連携しながら，平常

時の防災活動にも携わっている。その活動は，そも

そも市民によって設立された団体の活動であるとい

う意味で，それ自体が市民参加の実現である。また，

その活動は，さらに広範な一般市民をも巻き込む形

で展開されており，防災への市民参加を促進する大

きな可能性を秘めていると言える。 
 本研究は，そのような災害救援 NPO のうち，名

古屋地区で最もアクティヴに活動を展開し，行政と

も積極的に連携を図っている団体，レスキュースト

ックヤードをとりあげ，その活動をつぶさに検討し，

市民参加による社会的防災力の強化に NPO が果た

している（あるいは，果たしうる）役割を考察しよ

うとするものである。 
 
１．レスキューストックヤードの設立経緯 

 
 レスキューストックヤード（ＲＳＹ）の前身は，

阪神淡路大震災（1995 年）の際に救援ボランティア

活動に携わった愛知県の有志が中心になって，1995
年 7 月に設立した「震災から学ぶボランティアネッ

トの会」（以下，ネットの会）である。同会は，活動

理念として，「継続的な被災地支援」，「震災を教訓と

した防災活動」を掲げていた。現在，ＲＳＹの代表



理事であるＮ氏や同事務局長のＫ氏など，現在の中

心メンバーが，「ネットの会」に集まっていた。 
 発足当初，「ネットの会」は，阪神淡路大震災の救

援活動に携わる団体や個人からなる，ゆるやかなネ

ットワーク組織であった。しかし，次第に，「ネット

の会」独自の活動が増加し，2000 年 3 月ごろから，

同会を母体に，新しい独立した団体をつくろうとい

う気運が盛り上がってきた。その新しい団体の目的

としては，「緊急時のための物資の備え」，すなわち，

平常時のリサイクル活動を通して，緊急時に必要な

物資を備蓄していくことが考えられていた。この新

組織が構想される段階で，現在，ＲＳＹの理事であ

るＨ氏やＴ氏が「ネットの会」に集まった。 
 新組織が計画されていた矢先，2000 年 9 月，東

海豪雨水害にみまわれた。そのとき，愛知県・名古

屋市・民間団体の合同でボランティアセンターが立

ち上げられた。この立ち上げは，当時「ネットの会」

事務局長であったＫ氏に負うところが大きい。立ち

上げ後も，Ｋ氏は，ボランティア本部長としてボラ

ンティアセンター運営の中核を担った。また，Ｋ氏

以外の「ネットの会」メンバーも，ボランティアセ

ンター運営の中心的役割を果たした。このボランテ

ィアセンターの立ち上げ・運営については，渥美・

杉万（2003）を参照されたい。 
 東海豪雨水害時のボランティアセンターの運営，

および，その後の被災地支援活動は，「ネットの会」

メンバーに，愛知県における市民サイドの防災リー

ダーとしての自覚を与えた。同会は，愛知県下の災

害救援に関わる市民団体全体のネットワークを構想

したり，全国的な災害救援ＮＰＯネットワークへも

参加するようになった。また，東海豪雨水害の教訓

から，日常的な防災活動，平常時における人脈・情

報の蓄積を重視するようになった。 
 こうして，2002 年，「ネットの会」を発展的に解

消させ，同年 3 月にはＮＰＯ法人格を取得し，ＮＰ

Ｏ法人「レスキューストックヤード」が誕生した。

役員は，上記の代表理事Ｎ氏を含め理事 10 名（内，

常務理事 6 名）と監事 2 名。常務理事の一人でもあ

る上記Ｋ氏が事務局長をつとめている。専従スタッ

フは，Ｋ氏と女性スタッフ 2 名。活動理念には，「平

常時における市民参加による災害救援ボランティア

の養成活動，緊急時に生かすリサイクル活動，緊急

時の支援活動」，「ボランティア参加による安心して

暮らせるコミュニティの創出と災害に強いまちづく

り（防災を通してのまちづくり）」を掲げている。 
 
２． 平常時の活動 

 

2－1． 小学校区における防災啓発活動 

 2002 年 8 月，「行政に頼らず自分たちのコミュニ

ティで防災について考えること」を目的に，「東山学

区防災コミュニティプラン」という事業が，名古屋

市千種区東山学区連絡協議会（東山小学校の学区に

ある自治会の連絡協議会）の主催，ＲＳＹの企画・

運営のもとに行なわれた。内容的には，「各自治会の

防災担当者に防災の必要性を認識してもらうととも

に，被災時の疑似体験をしてもらう」ことをねらっ

た前半部と，「東山学区の災害弱者を地域で守る」こ

とをテーマとする後半部で構成される。 
 東山学区の約 30 の自治会から，代表者約 60 名が

参加。第 1 回目（前半部）の会合では，炊き出しや

避難所生活を体験。また，東海・東南海地震に関す

る講演，身近な危険に関するワークショップが行な

われた。第 2 回目（後半部）では，東山学区内の災

害弱者（独居高齢者，障害者など）の世帯をまわり，

簡易耐震診断や家具の固定を行なった。第 2 回目は，

ＲＳＹも参加している東海・東南海地震対策合同プ

ロジェクトチームの地震専門家や，防災に関心のあ

る建築業者も参加するなど，専門家，企業との協働

が実現した。 
 
2－2． 災害ボランティアコーディネーター養成講座 

 災害ボランティアコーディネーターとは，災害発

生時にかけつけてくる多数のボランティアを受けつ

け，必要な情報を提供し，被災者・被災地のニーズ

に合致した救援・支援活動を展開するかなめとなる

人たちである。ボランティアセンター運営の中心を

担う人たちでもある。また，災害ボランティアコー

ディネーターには，平常時においても，防災活動や

防災啓発活動のリーダー的役割を発揮することが期

待されている。 
 ＲＳＹは，2002 年度，名古屋市，岐阜県（飛騨地

区，美濃地区それぞれ）から災害ボランティアコー

ディネーター養成講座を事業委託され，企画・運営

を行なった。とくに，名古屋市の養成講座は，ＲＳ

Ｙ事務局長のＫ氏が，同市に企画を提案したことが

きっかけとなって実施された。 
 ＲＳＹの養成講座は，一泊研修を含む計 3 日間の

日程。内容は，講義，ワークショップ，模擬演習等。

講義は，地震工学，ボランティアコーディネーター，

メンタルケアなどの専門家による講義。ワークショ

ップは，ボランティアセンター，ボランティアコー

ディネーターに関するディスカッション。模擬演習

は，ボランティアセンター立ち上げ・運営の模擬演

習，避難所宿泊の体験，限られた食材・資材での炊

きだし体験，等。たまたま養成講座のときに大垣水



害が発生したため，現地に設立したボランティアセ

ンターで活動したり，養成講座が防災の日（9 月 1
日）に当ったため，防災訓練に参加するなど，臨機

応変に内容が変更された。 
 
３．緊急時の活動 ---- 大垣水害におけるボラ

ンティアセンターの立ち上げ・運営 

 
3－1．ボランティアセンター立ち上げの経緯 

 2002 年 7 月の台風 6 号は，全国各地で土砂崩れ

や河川の氾濫など，大きな被害をもたらした。死者

5 名。岐阜県においては，大垣市や垂井市など西濃

地方を中心に，15,600 人に避難勧告が出され，実際

に，9 市町村で 555 人が避難所に避難した。岐阜県

大垣市では，市内を流れる太田川が氾濫し，同市荒

崎地区は大きな被害を受けた。 
 2002 年 7 月 10 日午後，ＲＳＹ事務局長のＫ氏は，

大垣市荒垣地区での太田川氾濫を知り，岐阜県の災

害救援ＮＰＯ「Ｖネットぎふ」の理事長で岐阜県県

会議員でもあるＫＡ氏と，ボランティアセンター設

置を含む今後の対応について話し合った（Ｋ氏は，

「Ｖネットぎふ」の理事でもあった）。同日夕方には，

両氏とも現地に入り，被災地の状況を視察。ボラン

ティアセンターを開設する場合の有力候補地と考え

られたコミュニティセンター「サンワーク大垣」の

事務局長とも話し合いを持った。ただし，この段階

では，ボランティアセンター開設については，大垣

市の決断待ちの状態だった。 
 その後，両氏は，大垣市役所災害対策本部で，福

祉部長らと会議。すでに，被災者から，畳を上げて

ほしい，家具の移動を手伝ってほしい，などの要望

が寄せられていた。最終的に，翌日，大垣市社会福

祉協議会も交えてボランティアセンターを開設する

ことが決定された。これと並行して，ＲＳＹ，「Ｖネ

ットぎふ」の両団体は，ボランティアセンターの立

ち上げ・運営のために必要な資機材を，岐阜県庁，

他のボランティア団体から調達した。 
 7 月 11 日，Ｋ氏とＫＡ氏は，社会福祉協議会と会

議を持ち，同日，「サンワーク大垣」に大垣市荒崎地

区ボランティアセンターを開設することを決定した。

ＫＡ氏がセンター長，Ｋ氏が総務担当となった。被

害規模を考慮し，センター設置期間を原則 3 日間に

限定，ボランティアは一般募集しないこととした。

センターの設置期間 7 月 12－14 日に寄せられた救

援・支援要請件数は 213 件，活動したボランティア

は 843 人であった。以上，大垣市におけるボランテ

ィアセンター設置の経緯は，北嶋（2002）による。 
 

3－2．ボランティアセンター設置をめぐる問題

点 

 大垣水害は，比較的小規模であったため，行政か

らはボランティアセンター設置の要請はなかった。

上に述べたように，Ｋ氏，ＫＡ氏が，センターが必

要であるとの判断をし，行政や社会福祉協議会に働

きかけたことが，センター設置につながった。しか

し，行政や社会福祉協議会のボランティアセンター

に対する認識が著しく低かったのも事実である。た

とえば，大垣市の担当職員は，ボランティアセンタ

ーについてほとんど知らなかった。また，両氏が，

最初，岐阜県社会福祉協議会に協力を仰いだ段階で

は，国が災害救助法を適用しない限りは活動できな

い，という返答しかなかった。 
 
４.レスキューストックヤードに対する行政サイドの評

価 

 以上のように，ＲＳＹは，東海豪雨水害と大垣水

害でボランティアセンターを立ち上げ，緊急時の救

援活動に貢献するとともに，小学校区で防災啓発活

動を行なったり，災害ボランティアコーディネータ

ー養成講座を企画・運営するなど，平常時の防災活

動にも寄与している。このようなＲＳＹの活動は，

いずれも，行政（県，市，区）や社会福祉協議会と

の緊密な連携の下に行なわれている。 
では，ＲＳＹ，ないし，その活動は，行政サイド

から，どのように評価されているのだろうか。また，

災害時のボランティアセンターの立ち上げ・運営に

ついて，行政サイドは，どのように評価しているの

だろうか。これらの点を調べるために，2003 年 1
月，以下の行政関係者にインタビューを実施した。

いずれも，過去の災害時，あるいは，平常時に，Ｒ

ＳＹと行動をともにし，ＲＳＹと近しい関係にある

人たちである。なお，社会福祉協議会は民間組織で

はあるが，財政的に行政に依存する面が大きいため，

ここでは行政サイドの一つとしてＲＳＹの評価を求

めた。 
 
4－1．社会福祉協議会（社協）関係者の評価 

 東海豪雨水害で浸水の被害を受けた愛知県新川町

において，新川町・西枇杷島町ボランティアセンタ

ーのセンター長をつとめた新川町社会福祉協議会関

係者，および，大垣水害のときにボランティアセン

ターの設置・運営に当った大垣市社会福祉協議会関

係者にインタビューを行なった。 
（1）新川町社会福祉協議会関係者 

(a) 東海豪雨水害のときのボランティアセン

ターについて 



・ボランティアセンター設置の動きが，県

社協の動きなのか，「防災ボランティア連絡

会」の動きなのか把握できなかった。 
・ボランティアセンターを立ち上げるノウ

ハウが，絶対的に不足していた。 
・「被災者のニーズに応えると同時に，救援

ボランティアの熱意にも応える」という困

難に直面した。全国から多数のボランティ

アが集まる。しかし，災害ボランティアは，

社会的に浸透していない（被災者が，混乱

の中でも，ボランティアに頼むという選択

肢を思いつくほどには浸透していない）。そ

の結果として，ボランティアがあぶれてし

まう。 
・Ｋ氏の個人的な強い働きかけで，ボラン

ティアセンターが実現した。 
(b) 大垣水害のときのボランティアセンター

について 
・大垣市災害対策本部が，ＮＰＯの対応を，

大垣市社協に委ねてしまった。その結果，

センターの設置場所，必要な資機材に関し

て，調整不足が生じてしまった。 
・ボランティアセンターが，外部から来た

人によって運営され，地元の人々の声が反

映されなかった。 
・本当に，ボランティアセンターが必要だ

ったのか？ ボランティアセンター以外の

形態はありえなかったのか？ 
(c) ＲＳＹの問題点 

・組織としての広がりが足りない。 
・ボランティアセンターの運営は，あまり

うまくないのでは？ 
（2）大垣市社会福祉協議会関係者 

(a) ボランティアセンターについて 
・ノウハウがなかった。それまでの地域防災

計画の中には，ボランティアの受け入れにつ

いても，ボランティアセンターの運営につい

ても，何も書かれていなかった。 
・社協という組織の問題がある。社協は社会

福祉法人であるにもかかわらず，災害対策本

部に組み込まれ，行政の立場で活動すること

になっている。 
・社協は，平常時の福祉ボランティアには慣

れているが，緊急時の大量のボランティアに

は慣れていない。しかし，「ボランティアは

社協を通じて」という通念ができあがってい

る。 
 

4－2． 県防災関係者の評価 

 岐阜県と愛知県それぞれの防災担当者にインタビ

ューを行なった。 
（1）岐阜県防災関係者 

(a) ボランティアセンターについて 
・県災害対策本部としては，ボランティア

センターと直接的な関係はもっていない。 
・大垣水害のときは，大垣市とＲＳＹ（Ｋ

氏）の仲介役をした。一般的に，被災した

市町村とＮＰＯは関係が薄い。 
(b) ボランティアコーディネーター養成講座

について 
・事業評価ができない。いざ災害が起こっ

てみないと，養成講座の本当の成果はわか

らない。 
・養成講座修了者が「Ｖネットぎふ」に積

極的にかかわっていこうとしている。県防

災室は，それを支援している。 
(c) ＮＰＯとの連携について 

・ボランティアセンターの運営は，ＮＰＯ

が主体になる方がよい。ＮＰＯの方が，行

政よりも，実績，能力の面で優れている。 
・日ごろから，ＮＰＯと「顔の見える関係」

をつくっておくことが重要。 
・地域行政（市町村）は，災害救援ＮＰＯ

に対する認識が薄い。県危機管理室は，地

域行政に対して，災害救援ＮＰＯをＰＲす

ることが必要。 
・災害救援ＮＰＯには，行政の下請けには

なってほしくない。行政からの援助を期待

しないでほしい。 
（2）愛知県防災関係者 

ＮＰＯとの連携について 
・「ボランティア連絡会」の構成団体の多く

が，伝統的な公益団体であり，その活動が固

定化されている。 
・ＮＰＯに対する経済的援助は難しい。 
・地域によって，災害救援ＮＰＯに対する認

知度に大きな違いがある。地域とＮＰＯの架

け橋となること，地域にＮＰＯのＰＲをする

ことが県の役割。 
・ＮＰＯにとっては，災害時もさることなが

ら，平常時の防災啓発活動が重要。行政の公

共サービスは，公平・均等が原則であるから，

それではカバーできないことにＮＰＯは取

り組んでほしい。究極的には，防災のソフト

面については，ＮＰＯが中心になってやれる

ようになればよいと思う。 



・行政が信頼して頼れるＮＰＯはＲＳＹしか

ない，というのが現状。 
4－3． 区関係者の評価（名古屋市瑞穂区関係者） 

・区役所において，市民活動の担当部署と

防災の担当部署が異なっているのが問題。

縦割り行政の弊害がある。防災は，地域防

災を軸とすべきであり，地域防災はまちづ

くりと不可分。それにもかかわらず，防災

とまちづくりが別々の部署の担当になって

いる。 
・学区ごとの活動が重要。学区は，町内会，

民生委員，消防団などの地縁的組織があり，

それらを学区連絡協議会が統括する形にな

っている。 
・ＲＳＹが千種区東山学区で行なった企画

（東山学区防災コミュニティプラン）は，

理想的な活動。 
・区の予算は，市からの配分次第であり，

自主的な予算措置ができない。 
 
4－4． ＮＰＯ支援センター関係者の評価 

愛知県ＮＰＯ交流プラザと名古屋市ＮＰＯセン

ターの関係者にインタビューを行なった。 
（1）愛知県ＮＰＯ交流プラザ関係者 

・交流プラザが，県行政と県内のＮＰＯの

架け橋になれば，と思っている。 
・当初，行政のパートナーとしてのＮＰＯ

の能力には懐疑的だったが，ＮＰＯを対象

としたある企画コンペであがってきたもの

には，非常に優れたものがいくつもあった。 
・行政が対等にパートナーシップを組める

ＮＰＯが，まだまだ少ないのも事実。共通

の社会的ミッションを掲げるＮＰＯが，ネ

ットワークを組むことも必要だろう。 
・行政職員は２，３年で配置換えがある。

これは，ＮＰＯとの信頼関係を維持するの

にマイナス。 
・ＲＳＹは，人材不足の感をぬぐえない。 

（2）名古屋市ＮＰＯセンター関係者 

名古屋市ボランティアコーディネーター養成

講座（Ｋ氏の企画によって実施）について 
・ＲＳＹと行政，ＲＳＹと受講者は，「顔の

見える関係」をつくれた。しかし，行政と

受講者は，そのような関係をつくることが

できなかった。 
・受講者が，「ボランティアコーディネータ

ー連絡会」を結成してくれたのは，予想し

なかった成果だった。 

５． 考 察 

 
 以上，ＲＳＹの事例研究を通して，平常時の防災

活動・防災啓発活動と緊急時の救援・支援活動の双

方において，ＮＰＯが市民参加を促進している実例

を見てきた。「市民参加」と言うはたやすいが，従来

の「行政－一般市民」という構図の中で，それを実

現するのは容易ではない。少なくとも現在のわが国

においては，行政と一般市民の距離はまだまだ大き

い。一般市民は，行政に不満はこぼしながらも，「行

政がやってくれる，やるべき」と行政に依存してい

る。一方，行政は，一般市民の受動性の上に安住し

てきた面が強い。とりわけ，災害のようなめったに

起こらぬ問題に対しては，距離のある両者の関係に

無関心が重なり，社会的防災力を脆弱なものにする。 
 ＲＳＹの事例は，このような両者の間に災害救援

ＮＰＯが入ることによって，両者の距離を縮めうる

ことを示している。実際，緊急時にＮＰＯが運営す

るボランティアセンターにかけつける市民や，そこ

に送り込まれる物資は，とてもそこまでは手の回ら

ない行政を補完する。また，平常時においても，Ｎ

ＰＯは，行政にはないノウハウと経験をもって，市

民に対する防災啓発運動を展開する。本稿第 4 節に

まとめたインタビューの結果からも，程度の差こそ

あれ，行政関係者が，ＲＳＹの貢献を評価している

ことがわかる。 
 しかし，ＮＰＯの役割は，行政を補完し，行政と

一般市民の距離を縮めるだけにはとどまらない。い

や，とどまるべきではない，と言うべきだろう。第

1 に，ＮＰＯは，行政とは異なる立場で，そもそも

行政のルールやセンスでは困難な活動を，一般市民

に対して展開しうる。行政は，公平性がルールであ

る。公平のルールを無視してまで，一部の市民のた

めにサービスを提供することは難しい。しかし，Ｒ

ＳＹが平常時に行なっている災害弱者のための活動

や，東山学区コミュニティのための防災啓発活動は，

一部であっても本当にサービスを必要とする人たち

や，自らのコミュニティのために自ら考え，行動し

たいという意思をもつ人たちに対して，ＮＰＯなら

ではの活動を展開しうることを示している。 
 第 2 に，ＮＰＯは，行政を変えていける存在でも

ある。実績を積んだＮＰＯであれば，行政に対して

問題提起，提言をなし，それによって行政を変える

こともできる。また，ＮＰＯが，複数の部局や行政

機関を巻き込む共同事業を推進することによって，

縦割り行政に意思疎通の風穴を開けることもできる。

実際，本稿で紹介した行政関係者へのインタビュー

からも，緊急時における県と市町村の関係，社会福



祉協議会と行政の関係が，ＮＰＯの存在と活動によ

って問い直されていることが示唆される。 
 しかし，市民参加による社会的防災力の強化に果

たすＮＰＯの役割が大きいだけに，現時点における

課題もまたクローズアップされる。第 1 に，「安心

してパートナーシップを組めるのはＲＳＹだけ」と

いう行政関係者の声に反映されるように，ＮＰＯの

層はまだ薄い。しかし，ＲＳＹのような災害・防災

に特化したＮＰＯを増やすべき，と考えるのは単純

に過ぎよう。もちろん，もう少しはＲＳＹのような

ＮＰＯも必要であろうが，そうかといって，災害と

いう稀にしか起こらない問題に特化したＮＰＯが数

多く出現し，なおかつ，存続していけるとは思えな

い。やはり，ＮＰＯの中心は，日常的な問題解決や

日常的な達成感・充実感を志向する団体であろう。

要は，災害や防災とは無縁に見える活動をしていて

も，いざというときには災害救援に立ち上がるポテ

ンシャルをもった団体や，日常の活動が間接的には

防災にも役立つような活動を展開する団体を増やし

ていくことが必要だろう。 
 課題の第 2 は，一般市民とのかかわり方である。

ここでも，再び，稀にしか起こらないという災害の

特徴を考えておく必要がある。かりに，一般市民が

ボランティア活動に参加するとしても，その活動内

容としては，日常的な問題解決を志向する活動や，

日常的に達成感・充実感をもたらしてくれる活動が

大半を占めるだろう。では，そのような一般市民を

災害救援ＮＰＯの周りに繋ぎ止め，いざという時の

救援・支援活動や，日ごろの防災活動に巻き込んで

いくためには，災害救援ＮＰＯはいかにあるべきか。

一つの方途は，災害救援ＮＰＯが中間支援組織（個

別の活動に携わるＮＰＯに対して，情報提供，ネッ

トワーキングなどの側面支援を行なっていく組織）

の機能を付加していくことだろう。神戸市で活動を

展開しているＮＰＯ「市民活動センター神戸」は，

災害救援から中間支援へと活動をシフトさせていっ

た好例である（実吉，2000）。災害が複合的な自然・

社会現象であるという点からも，災害救援ＮＰＯが

中間支援組織として，広範な市民活動とリンクを張

っておく意味は少なくないだろう。 
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Synopsis 
This study investigated possible roles of NPO to facilitate citizen’s participation in increasing social preparedness for natural 
disaster.  An intensive participatory observation was carried out in a NPO that was actively involved in everyday activities 
of disaster prevention based on their experiences in the Hanshin-Awaji Great Earthquake in 1995 and two floods that 
attacked their community in 2000 and 2002.  It was found that they were successfully expanding citizen’s involvement by 
organizing a workshop for disaster prevention on an elementary school district basis and collaborating with a local 
government to hold a seminar in which persons who were expected to play leadership for ordinary volunteers in emergent 
situations were nurtured.  A way to further expand their potential was also discussed. 
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